
橿原市男女共同参画行動計画（第 3次）

橿原市配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等のための施策の実施に関する

基本計画（第２次）

2018年（平成30年）
橿　原　市

かしはらプラン

個々の施策の実施状況を毎年、点検・評価するとともに、基本目標ごとに「数値目標」を設定して、
成果の検証を行います。

  基本目標Ⅰ 　男女共同参画を進めるための意識づくり

検証指標 計画策定時（平成30年1月31日現在） 目標値（平成34年度）

男女共同参画に関する職員研修の参加人数 56人 100人

男性向け講座の参加人数 18人 30人

  基本目標Ⅱ 　男女共同参画の推進による豊かな社会づくり

検証指標 計画策定時（平成30年1月31日現在） 目標値（平成34年度）

審議会等における女性の登用率 23.4% 30.0%

市職員の管理職に占める女性の割合
24.2% 27.0%

【教職員を除く】
20.3％

【教職員を除く】
24.0％

女性リーダー養成講座参加人数 42人 80人

  基本目標Ⅲ 　男女がともにいきいきと働ける環境づくりと女性の活躍促進

検証指標 計画策定時（平成30年1月31日現在） 目標値（平成34年度）

就職支援事業参加人数 20人 80人

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」
という言葉の認知度

女性　51.2％
男性　56.8％

（平成28年度市民意識調査／「よく知っている」「少し
は中身を知っている」「言葉は聞いたことがある」の合計）

100%

  基本目標Ⅳ 　男女がともに健やかに安心して暮らせる基盤づくり

検証指標 計画策定時（平成30年1月31日現在） 目標値（平成34年度）

「女性に対する暴力をなくす運動」期間における
啓発回数 4回／年 5回／年

母子・父子自立支援プログラム策定人数 15人 20人
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「橿原市男女共同参画推進条例」（2006年（平成18年）制定）の6つの基本理念を、市、
市民、事業者、教育関係者がともに男女共同参画のまちづくりに取り組む指針とします。

社会を構成する一員として、男女がともに対等な立場で、家庭、地域、職場、教育の場などの
あらゆる分野での活動に参画する機会が平等に確保され、喜びと責任を分かち合う社会です。

計画の期間
計画期間は、2018年度（平成30年度）から2027年度（平成39年度）までの10か年とし、社会情勢の変化や計画の

進捗状況を考慮し、5年後をめどに見直しを行います。

家族を構成する男女が、相
互の協力と社会の支援のも

とに、子育て、介護その他の家庭
生活における役割を果たし、家庭
以外の活動においても対等に参画
し、両立できること。

（4） 男女が、互いの性及び身体
的特徴を理解し、妊娠、出

産等、性と生殖に関して自己決定
が尊重され、生涯にわたり健康な
生活を営むことができること。

（5） 国際社会における男女平等
の取組と密接な関係がある

ことを考慮すること。

（6）

家庭や地域、職場、子どもたちの教育
の場など、あらゆる分野で性別にとらわ
れることなく、自分らしさを発揮して輝
ける社会をめざします。

職 場
では

教育の場
では

計画の基本理念

計画の位置づけ
「男女共同参画社会基本法」「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護等に関する法律」に基づく市町村計画です。

男女共同参画社会とは

性別による差別的取扱いを
受けることなく、個人とし

て尊重され、能力を発揮する機会
が確保されるなど男女の人権が尊
重されること。

（1） 性別による固定的な役割分
担意識にとらわれることな

く、社会における活動を自由に選
択できるよう制度や慣行に対して
配慮されること。

（2） 男女が、社会の対等な構成
員として、あらゆる分野に

おける方針の立案及び決定に共同
して参画する機会が確保されるこ
と。

（3）

姿めざす家 庭
では

地 域
では
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（1）-1　男女平等・男女共同参画の考え方を浸透させるための広報・啓発活動の充実
（1）-2　男女共同参画の視点での相談の充実
（1）-3　男女共同参画推進にかかる現状分析と情報の収集と提供
（1）-4　市職員の男女共同参画意識の向上	 � 　 重点施策 　

（2）-1　学校・地域・家庭における男女平等や自立・職業意識を育む教育の推進
（2）-2　多様な選択を可能にする学習機会の提供
（2）-3　男性のエンパワメント支援	 � 　 重点施策 　

（3）-1　市審議会等への女性の参画促進	 � 　 重点施策 　
（3）-2　市役所における政策・方針決定過程への女性の積極的登用 女性活躍推進計画　 重点施策 　
（3）-3　事業所等における政策・方針決定過程への女性の参画促進 女性活躍推進計画

（4）-1　地域活動における男女共同参画の推進
（4）-2　男女共同参画の視点に立ったまちづくりの推進
（4）-3　防災における男女共同参画の推進
（4）-4　女性の地域活動・市民活動等での活躍促進	 � 　 重点施策 　

（5）-1　女性の職業能力の開発と就業のための支援 女性活躍推進計画 	 � 　 重点施策 　
（5）-2　農業や商工自営業等における男女共同参画の推進 女性活躍推進計画
（5）-3　若者の自立支援 女性活躍推進計画

（6）-1　職場における男女共同参画の取組の促進 女性活躍推進計画
（6）-2　ワーク・ライフ・バランスの推進 女性活躍推進計画 	 � 　 重点施策 　
（6）-3　仕事と子育て・介護等両立支援の充実 女性活躍推進計画

（7）-1　身体とこころの健康に関する学習機会と情報の提供
（7）-2　生涯を通じての心身の健康づくり支援

（8）-1　ＤＶ施策に関する基本方針及び行動計画に沿った対策の推進
（8）-2　暴力を許さない意識を醸成するための広報・啓発の充実	 � 　 重点施策 　
（8）-3　相談窓口の充実・連携
（8）-4　女性や子どもにとって安全な環境づくり
（8）-5　セクシュアル・ハラスメント等の防止対策の強化

（9）-1　�高齢者、障がい者、在住外国人であること等により困難を抱える人々の安定した生活と	
社会参加のための支援

（9）-2　ひとり親家庭への支援	 � 　 重点施策 　

具体的施策

計画の施策体系
4つの基本目標、9つの施策の方向のもと、具体的施策に取り組みます。

（1） 男女平等意識の浸透

（2） 男女共同参画を進めるための教育・学習の推進

Ⅰ
男女共同参画を
進めるための
意識づくり

Ⅱ
男女共同参画の
推進による

豊かな社会づくり

Ⅲ
男女がともに

いきいきと働ける
環境づくりと
女性の活躍促進

Ⅳ
男女がともに

健やかに安心して
暮らせる
基盤づくり

（7） 生涯を通じての身体とこころの健康の保持・増進

（8） あらゆる暴力を許さない環境づくり

（9） 困難を抱えた人々が安心して暮らせる環境整備

（4） まちづくりにおける男女共同参画の推進

（3） � 重点
項目

（5） 女性や若者の就業支援

（6） � 重点
項目

職場における男女の均等な機会と 
待遇の確保と仕事と生活の調和の実現

基本目標 施策の方向

政策・方針決定の場への女性の参画の
促進
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橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策の 
実施に関する基本計画（第２次）の概要
配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス（DV））は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であ

るだけでなく、子どもがDVのある家庭で育つことは児童虐待にあたります。また、若年層の恋人同士の暴力（デー
トDV）も社会問題化しています。これらの暴力を根絶し、被害者等への支援を行うための施策に取り組みます。

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の概要
DVによる被害者に対する相談、援助、保護等について定めています。

暴力根絶の意識づくりと、
ＤＶについての正しい理解の普及
市民一人ひとりがＤＶについて正しく理解し、ＤＶは重
大な人権侵害であるという認識の上で、ＤＶ被害への支援
に関する情報を社会全体で共有できるように取り組みます。

安心して相談できる体制の充実
ＤＶ被害者やその支援者がためらうことなく相談窓口を
利用できるよう、相談窓口の周知を工夫するとともに、二
次被害が発生しないよう、関係者の資質の向上を図ります。

ＤＶ被害者の自立に向けた支援
ＤＶ被害者一人ひとりの状況に応じて、仕事や住まい、
子どもの就学など課題解決に関わる部署や関係機関が連携
し、きめ細やかな自立支援に努めます。

子どものときからの男女平等教育と
人権教育の推進

子どもの自尊感情を育み、自分も相手も大切にする人間
関係をつくるための教育を進めます。また、デートＤＶに
ついての理解と予防に取り組みます。

ＤＶ被害者の安全確保と一時保護支援
緊急の一時保護においては、速やかに被害者及び同伴す
る家族を加害者から保護し、安全を確保できるよう関係各
課・関係機関と連携して対応します。

ＤＶ被害者の子どもに対する支援
子どもを守る立場である大人に対して子どもの権利に関
する啓発や学習を充実し、地域での見守りネットワークな
ど子どもへのＤＶ被害の予防や支援の充実を図ります。

具体的施策（1）

具体的施策（3）

具体的施策（5）

具体的施策（2）

具体的施策（4）

具体的施策（6）

・接近禁止命令（6 か月）
   （被害者・子・親族等）
・電話等禁止命令（6 か月）
・退去命令（2 か月）

・相談
・カウンセリング
・一時保護（婦人相談所）
・自立支援
などの援助

相談・援助・保護

警 察
命令に違反すれば 1 年以下の懲役
または 100 万円以下の罰金

被害者 相手方
（加害者）

配偶者暴力相談
支援センター

保護命令申立 地方裁判所

保護命令発令

配偶者・元配偶者
生活の場を共にする

（していた）交際相手・
元交際相手

DV（配偶者等からの暴力）の根絶をめざして
計画の重点項目

本計画では、次の2項目を重点的に取り組む項目として設定しました。

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
女性は社会の中で様々な活動を担っていますが、特に政治、経済、社会活動の分野において政策・方

針決定過程への参画は低いのが実態です。国では、あらゆる分野において2020年までに指導的地位に
女性が占める割合が少なくとも30％になるよう期待するという目標を設定しています。
巿の審議会等の委員や市役所及び市内事業所の管理職に占める女性割合の向上に向けて取り組みます。

女性の活躍促進とワーク・ライフ・バランスの実現
少子高齢化が進展する中で、社会の持続的な成長を維持するためには、年齢や性別に関わりなく活躍

できる社会をつくることが必要です。国では女性活躍加速のための重点方針を打ち出しています。
職場で女性が活躍できる環境整備とともに男女の仕事と生活の調和の実現に向けた取組を推進します。
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